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現在本学は県内高等教育機関と連携で COC+ に取り組み「地元定着促進プログラム」として，鹿児島県内への学卒者就職率の
向上を目指している．本研究では，地域間移動を含む学生の就職に対する意識を近隣アジアの高等教育機関との比較を交えた現状
分析と，鹿児島県の産業構造及び人口動態のデータ分析から学卒者の地元就職率の向上への課題を把握する．今回は，中華民国（台
湾）高雄市にある外語大学の協力を得て，COC+ での調査の一環として県内国立大学及び本学で行った就職に関する意識アンケー
トを台湾向けに修正し実施した．調査結果から地元就業定着促進のための重要６項目を絞り込むことができた．「給与水準」「生活
環境の良さ」「働きがい」「自己成長のチャンス」「地域の安全・安心」「ワークライフバランス」今後は，地域活性化を見据えこれ
らの項目の改善に地域連携を促進する必要がある．
キーワード：COC+，地域間労働，ワークライフバランス，働きがい，生活環境の良さ
１．はじめに
本年10月に行われた第48回衆議院議員総選挙で，現政権が大勝し一気に株高のトレンドが生まれた．11月７日に日経平
均株価は1992年１月以来，約26年ぶりの高値を付け景気回復・デフレ脱却機運が高まっている．鹿児島県内の雇用情勢も
サービス業を中心に売り手市場化しつつあり，人手不足感が出て来ている．この傾向は大都市圏で特に強く，地方都市か
ら不足する労働力を吸収しようとする動きも顕著になってきている．まだ就活が本格化していない現在の本学１年生にヒ
アリングしてみると，県外企業への関心が比較的高く住居費など住環境の問題がクリアされれば積極的にトライしたいと
の意見が多くなる傾向が出て来た．
一方本学では，県内国立四大を中心とした大学連携事業「平成27年度　地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（以
下 COC+）」に採択され「食と観光で世界を魅了する『かごしま』の地元定着促進プログラム」に取り組んでいる．この
取組は文字通り地元への就職定着を促進する試みであり，景気拡大から大都市への就職に憧れる一部学生の考えとは相反
する事業となっている．少子高齢化が進み，地域の持続可能性が損なわれる危機的状況が迫っており地元での労働力確保，
人口流出の抑制，流入人口の促進は喫緊の課題である，この対策を担うのが COC+ 事業であり，その成果に国は期待し
ているのである．自己矛盾を抱えつつ事業推進を行う為には，現状を正確に把握する必要があり，今般，鹿児島大学の協
力を得て本学学生との就業に関する意識の比較を行うこととし，また本学園と親交のある台湾高雄の文藻外語大学からも
データ収集に協力を頂いた．これらの調査から地域活性化と学生の希望する就職の成就達成のヒントを掴みたい．
２．本研究の目的
現在本学は県内高等教育機関と連携で COC+ に取り組み「地元定着促進プログラム」として，鹿児島県内への学卒者
就職率の向上を目指している．本研究では，地域間移動を含む学生の就職に対する意識を近隣アジアの高等教育機関との
比較を交えた現状分析と，鹿児島県の産業構造及び人口動態のデータ分析から学卒者の地元就職率の向上への課題を把握
する．
今回は，中華民国（台湾）高雄市にある「文藻外語大学」の協力を得て，本学で行った就職に関する意識アンケートを
台湾向けに修正し実施した．外語大学という特殊性があるものの，首都台北や周辺都市への就業目的での地域間移動に関
する関心がどの程度あるのか，同じ東アジアの国で同様な傾向があるのか現状把握を行い，鹿児島県との比較分析を行う．
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また国立四大と本学との地域間移動に関する意識の
違いを明らかに，その根底にある就職に関する意識
の違いにも明らかにする．この意識調査は台湾の大
学でも同じく実施され，３者の比較を行う中で，国
内外の若者の職業選択の現状を仕事のマッチングと
いう観点から検討を行う．
３．先行研究の概要
本稿の主題である地域間労働移動については，独
立行政法人労働政策研究・研修機構を中心にこれま
で多様な研究がなされており，それらは少なからず
労働行政に示唆を与えてきている．日本の地域間労
働移動の典型的な事象としては，1955年～1973年頃
高度成長期における「集団就職」に代表される労働
移動であろう．攝津（2013）はこの全国的な労働移
動によって，地域間格差の是正とともに農業から非
農業部門への大幅なシフトをもたらしたと説明して
いる．同分析資料によると，1955年時点で「第一次
産業比率が40％から60％と高い水準にあった（最も
高いのは鹿児島の67％）」1）と説明している．当時鹿児島県では全産業中，実に７割近くが第一次産業であったのだが，そ
の後70年台までで急速に産業転換が進み1975年には全国値の動向で13％にまで低下している．またこのことを総括して
「高度成長期の日本においては，産業構造の変化と労働力移動が地域間格差の縮小を伴いながら急激に進行したことが確
認できた．」2）としている．
日本の地域間労働移動の先行研究として重要な研究は，太田・大日（1996）である．この研究では地域間労働移動と賃
金との相関についてモデル推計を行っている．ここで構築されたモデル変数等はその後の研究者にさらに発展改善される
など先駆的な影響を与えている．この研究の重要な示唆は，「ある地域からの労働力の流失は当該地域の賃金を高めると
同時に他の地域の賃金を下落させることによって，流出を抑制し，その結果，調整過程を長期化させる」3）という結論を
得ている．このことは政策上，地域間不均衡是正を市場メカニズムだけに任せるべきではない4）という政策への警鐘とも
なっている．坂西（1998）は太田・大日（1996）のモデルを元に更に年齢別・性別による地域間移動まで研究の枠を広げ
ている．実証研究から地域間労働移動では「男性の方が移動する傾向が強いということが示されている．」5）とし，ジェン
ダーによる差異にも注目した研究である．女性の場合配偶者の移動に付随しての非労働力としての移動を指摘している．
玉田（2003）も太田・大日（1996）のモデルを更に精緻化した研究をおこない，重要な示唆として
「日本では，失業率格差は労働移動を促進する効果を持つ」「平均賃金格差は労働移動によって縮小されない」「高い移
動費用は労働移動を抑制する」6）などが示されている．太田（2005）では地域間不均衡是正について地域間労働移動が生
じる以前に地域課題解決として「地域適合性」7）の実をあげ地域社会全体が参加しより効果的な教育訓練などの実施を通
じて若年労働者の育成に努めるべきと提言している．この視点は現在の COC+ の基本理念に通じるものである．石黒 他
（2012）では，地域間移動から若者が得る経済的な利益を直感的なモデルで説明している．移動コストは交通費や住宅関
連費用であるが，それらを対価に得る利益とは何か．利益を期待効用として以下のモデルを示している．
「期待効用＝期待賃金（都市）×就業確率（都市）－期待賃金（地方）×就業確率（地方）」8）
現在，人手不足感が強まり売り手市場であり，都市での就業比率は確実に上がっている．都市部のでアメニティコスト
さえ下がれば，地方都市から労働力移動の契機となるであろう．
4. 学生の就職に関する意識調査
４－１　調査目的
COC+ では，大卒就職における地元定着の向上を目指しているため，在学生の考えている就職場所を把握する必要が
ある．そのため「産学官連携推進センター COC+ 推進部門」では図２のアンケートを作成し本年６月に県内国立四大内
図１　COC+　地元定着促進プログラム概念図
出典：「食と観光で世界を魅了する「かごしま」の地元
定 着 促 進 プ ロ グ ラ ム 」 ホ ー ム ペ ー ジ
（ http:/ /kagoshima-cocplus.jp/about/ 2017.11.4 取得）
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で調査を実施した．希望就職場所の把握とともにその場所を決
める際の要因も同時に調査し，大卒者の就職に伴う地域間移動
の現状を把握する．尚，現時点の就職先業種については，
本稿の地域間移動に関する考察では場所との相関分析が複雑
化するため今回の分析では扱わなかった．
４－２　調査方法
（1）質問紙調査・・・図２の様式
（2）調査対象・時期
①県内国立四大　学部３年生及び大学院１年生
合計172人・・・所属内訳は表１（同大学が実施した調
書データの提供を受ける）の通り
2017年６月14日実施
②本学教養学科１年生　75名
2017年９月19日実施
③台湾高雄市内外国語大学　日本語学科４年生　46名
2017年10月17日実施
同大学については，問３．の希望地選択肢について，台湾で
の地域区分に下記のように修正して実施した．
＜就職場所　選択肢＞
１ 高雄市内　　２ 高雄市近隣の市・県　　３台北市 
４ その他の大都市　　５ 海外（国名　　　　）
６ どこでもよい・こだわらない　
７ わからない・未定
４－３　調査結果
（1）就職希望地
就職希望場所の選択については，第１希望地に多く選択したものを上位に
ソートして図３の通り集計した．結果は大学の特性を強く反映したものと
なった．県内国立四大の１位は「鹿児島県を除く九州内」２位「東京・大阪・
名古屋等の大都市圏」３位「鹿児島県」と県外が上位２番を占めている．
本学は女子短大のためこれまでも，地元志向が強く，今回の調査でも１位
「鹿児島県」２位「鹿児島市」であったが，３位には東京等の大都市圏が入り，
潜在的には都市部への希望があることが分かった．
今回協力いただいた台湾高雄市の外国語大学での第１位は首都「台北」２
位「高雄市内」となった．高雄市は人口では台北とほぼ拮抗した大都市であ
るが首都台北への志向が強いことがわかった．第２位は高雄市が入ったが，
第３位は外国語大学らしく「海外」となっている．今回の調査対象が日本語
学科であり，対象国のほとんどは日本であった．第１希望ではただ１件中東
の「ドバイ」があり，第２希望で「米国」が１件あった．
（2）就職場所の選択で考慮すること
就職場所の選択では，先行研究では高度成長期は賃金水準が大きな要因となっていたが，現在では多様な状況が今回の
調査で分かった．上位５項目に注目すると，共通した項目が３つある．
順位の差はあるが「生活環境の良さ」「働きがい」「賃金水準」が共通項目である．県内国立四大では，「生活環境の良さ」
が第１位，「賃金水準」第４位であったが，台湾では「賃金水準」が第１位となり以下「働きがい」「生活環境の良さ」と
続いている．両校ともに就職地は大都市圏であるため，地元定着を促進するためには，この３点への改善が必要である．
表１　県内国立四大回答学生所属
図２　使用アンケート（３学共通）
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地元志向の強い本学での第１位は，「ワークライフバラ
ンス」である．地元での就業では男女共同参画の考え方が
重要であり，働く女性の意志の現れである．尚「ワークラ
イフバランス」は県内国立四大では第２位になっており，
生活志向の強さも最近の傾向である．また本学と台湾外国
語大と共通して第４位に入った項目が「地域の安全・安心」
であった．県内国立四大と台湾外国語大と第５位で共通し
ている項目は「自己成長のチャンス」である．この項目は
「働きがい」とも通じる項目であり，本学の第５位が「働
きがい」であった．
４－４　調査結果からの考察
今回の調査では，地元志向の本学短大を含め就職場所の
選択で重視する項目が収斂していることが分かった．「給
与水準」「生活環境の良さ」「働きがい」「自己成長のチャ
ンス」「地域の安全・安心」「ワークライフバランス」の６
項目である．地元での就職を行わず大都市圏等に就職場所
を求める誘因がこの６項目であるとすると，地元定着化の
ための努力目標はこの６項目に絞られる．先行研究の結果
でも，賃金水準の是正は非常に時間が掛かるため，それ以
外の項目，特に共通項目では「働きがい」と「生活環境の
良さ」に注目している．「生活環境の良さ」はアメニティ
コストの問題があるが，持ち家取得の容易さや食生活や自
然環境がアピールできれば，UI ターンでの流入も可能性
が出てくる．「働きがい」は個人の主観的な問題であり，
地元で求人情報を扱う場合に「従業員の働き方」を「見え
る化」するなど，求職者が働きがいを肌で感じるような改
善する必要がある．
５．地元就職定着化に伴う課題
鹿児島県にとって，最も深刻な問題は高等学校卒業者の
県外就職率の高さである．文字通り地域間労働移動での流
出側地域の問題である．表２は直近の文部科学省データか
ら作成した．
鹿児島は男女合計でワースト１である．女子のみだと８
位まで下がるが，結果は非常に厳しいものである．先行研
究では高等学校での職業選択では，大卒と比べ学校からの
職業紹介が意思決定では大きなウエイトを占めるとのこと．大都市圏で高卒労働者を求人する場合，学校の仲介機能を重
視することになり，地元に製造業が少ない本県では実業系の高等学校を中心に大都市圏へ地域間移動が起こっていると考
えられる．
表３は平成29年度速報値での大学等進学率の各県別順位を作成したものである．鹿児島県は47都道府県中45位と非常に
低く，50％に達していない．県民所得の低さから進学コストの問題が大きいと思われるが，大学等進学率が改善する傾向
が見られない場合，表２に示す通りの県外就職比率の改善は非常に難しい．
図５は大学等の県外就職率である．理工系の高専は８割以上が県外に就職する傾向が定着している．県内短大はこれま
で１割以下の水準を保っていたが，昨今の売り手市場化の影響があり，ここ数年県外就職率が増加している傾向が分かる．
理工系に特化した高専を除けば，高等教育機関卒業者の地元定着は，高等学校卒業者ほどは難しくないと思われる．
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表４は鹿児島県の人口調査の結果である．県人口は15～64歳の労働力人口を中心に人口減少が続いている．自然動態で
の減少は近年７千人を超えており，社会動態の３千人余りの減少は UI ターンの促進等でなんとか食い止める必要がある．
社会動態として流出する地域間移動の先についての資料が表５である．
鹿児島・宮崎両県は，九州での大都市圏福岡を通り越し，東京圏に転出している．同じ九州圏内にあっても大都市志向
が強い県民性といえ状況である．
６．	おわりにかえて（地域活性化にむけて）
今回の調査研究では，製造業基盤の弱い南九州鹿児島県の地域間労働移動の厳しい現実を知ることができた．高等学校
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図４　就職場所を選択する際，考慮すること
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卒業者の県外就職率の改善
は構造的な課題があり，そ
の改善にはかなりの時間が
掛かる．しかし，我々が取
り組みつつある COC+ で
の地元定着促進には，課題
項目を今回の調査で絞り込
むことができた．「給与水
準」「生活環境の良さ」「働
きがい」「自己成長のチャ
ンス」「地域の安全・安心」
「ワークライフバランス」
の６項目である．「給与水
準」除く５項目は，地域で
の産学官の連携による情報
共有でかなりの部分改善が
望めるものと思われる．今
回特に強調したいのは，男
女共同参画社会の実現を通
じて達成されるべき「ワー
クライフバランス」の充実
である．これは働き方改革
そのものであり，これらは
労働生産性の向上に直接結
びつく項目である．
少子高齢化の進展から人
口減少が始まった本県では
希少な労働力としての女性
活用が極めて重要であり，
「働きがい」の改善を通じ
て付加価値の高い成果が生
まれるはずである．付加価
値の増大が収益率の改善に
つながり「生活環境」の改善が達成できることになる．
本県は世界自然遺産に登録された屋久島を有する，世界有数の自然環境を誇る県である．年平均気温18.8℃（全国２位）
の温暖な気候であり，食と観光をベースに過ごしやすい生活環境を保有している．本年８月に話題となった野村総合研究
所による「都市の成長力ランキング」で鹿児島市が２位にランクインしており，今後先進的な試みを続ける十分な余力が
あると考えたい．地域活性化の原動力は，なにより人材であり，教育面での質向上も同時に達成すべきである．
謝辞
・　文藻外語大学　董荘敬先生には，講義等でお忙しいところ，アンケート収集にご協力頂き，誠にありがとうございま
した．
・　鹿児島大学産学官連携推進センター部門長　井上佳朗先生はじめスタッフの皆様，アンケート実施資料のご提供やア
ドバイス等，多くのサポートを頂き誠にありがとうございました．
表２　平成29年３月新規高等学校卒業者の県外就職比率
出典：文部科学省「平成２９年３月新規高等学校卒業者の就職状況（平成２９年３月
末 現 在 ） に 関 す る 調 査 に つ い て 」 文 部 科 学 省 ホ ー ム ペ ー ジ
http:/ /www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kousotsu/kekka/k_detail/1385931
.htm（ 2017 年 10 月 15 日取得）から筆者作成
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出典：文部科学省「学校基本調査（平成２９年度速報値）47  高等学校の都道府県別状況別卒業者数 」
政府統計の総合窓口ホームページ
http:/ /www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001093035&cycode=0
表３　大学進学率（平成29年度速報値）
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2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
大学 50.0 53.0 55.6 49.3 46.1 51.7 49.8 50.7 51.4 50.2 49.4
短大 6.6 8.0 9.8 7.2 4.9 5.4 10.5 10.6 13.4 11.0 15.3
高専 80.2 74.4 85.5 93.2 85.8 89.0 86.9 87.4 86.1 80.8 82.9
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出典：鹿児島労働局「鹿児島県の新規学卒者の職業紹介状況（各年度末）」  
鹿児島労働局ホームページ  
http:/ /kagoshimaroudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/jirei_toukei/toukei/kyujin_kyus
hoku/gakusotu.html、 2017(2017.10.15 取得 )  
図５　大学等の県外就職率
2000年 2005年 2010年 2015年 2016年 増減(H28-H27)
総数 1,786,194 1,753,179 1,706,242 1,648,177 1,637,272 -10,905
男 837,979 819,646 796,896 773,061 768,182 -4,879
女 948,215 933,533 909,346 875,116 869,090 -6,026
性比 88.4 87.8 87.6 88.3 88.4 0.1
15歳未満 280,717 252,285 233,379 220,751 218,937 -1,814
15～64歳 1,101,401 1,065,960 1,016,150 929,758 912,791 -16,967
65歳以上 403,239 434,559 449,692 479,734 487,610 7,876
75歳以上 177,207 220,033 252,171 262,405 265,085 2,680
15歳未満 15.7 14.4 13.7 13.5 13.5 0
15～64歳 61.7 60.8 59.8 57 56.4 -0.6
65歳以上 22.6 24.8 26.5 29.4 30.1 0.7
75歳以上 9.9 12.6 14.8 16.1 16.4 0.3
2000年 2005年 2010年 2015年 2016年 増減(H28-H27)
転入（県外） 40,094 36,694 31,626 29,215 29,556 341
転出（県外） 40,248 40,666 34,229 33,588 32,986 -602
社会動態 -154 -3,972 -2,603 -4,373 -3,430 943
出生 16,073 15,049 15,218 14,312 13,847 -465
死亡 17,087 18,791 19,789 21,640 21,322 -318
自然動態 -1,014 -3,742 -4,571 -7,328 -7,475 -147
県人口
年齢別人口
年齢別割合(%)
県動態
出典：鹿児島県「推計人口－平成 28 年報」筆者が加筆作成  
表4　鹿児島県推計人口調査
就職における地域移動に関しての一考察　　大重　康雄 59
引用文献
１）攝津　斉彦「高度成長期の労働移動」独立行政法人労働政策研究・研修機構『日本労働研究雑誌 2013年５月号（No.634）』, 2013, p.89
２）攝津　斉彦「高度成長期の労働移動」独立行政法人労働政策研究・研修機構『日本労働研究雑誌 2013年５月号（No.634）』, 2013, p.92
３）太田　聡一・大日　康史「日本における地域間労働移動と賃金カーブ」日本経済研究センター『日本経済研究　No.32』, 1996, p.130
～131
４）太田　聡一・大日　康史「日本における地域間労働移動と賃金カーブ」日本経済研究センター『日本経済研究　No.32』, 1996, p.130
５）坂西　明子「地域間移動の要因分析」大阪府立大学『大阪府立大学経済研究』, 1998, p.48
６）玉田　桂子「地域間経済格差は労働移動を促すのか？」大阪大学『大阪大学経済学　第53巻３号』, 2003, p.15
７）太田　聡一「特集：地域雇用 - 地域の中の若年雇用問題」 - 独立行政法人労働政策研究・研修機構『日本労働研究雑誌 539号』, 2005
８）石黒　格　他「『東京』に出る若者たち－仕事・社会関係・地域間格差」，ミネルヴァ書房，2012
９）玉田　桂子「地域間経済格差は労働移動を促すのか？」大阪大学『大阪大学経済学　第53巻３号』, 2003
参考文献
・石黒　格他「『東京』に出る若者たち－仕事・社会関係・地域間格差」，ミネルヴァ書房，2012
・大重　康雄「職業意識に関する中華民国（台湾）との比較研究　中華民国（台湾）提携校「樹人医管理専科学校日本語学科」の協力
を得て」鹿児島女子短期大学紀要　第51号, 2016
・太田　聡一・大日　康史「日本における地域間労働移動と賃金カーブ」日本経済研究センター『日本経済研究　No.32』, 1996
・太田　聡一「特集：地域雇用 - 地域の中の若年雇用問題」 - 独立行政法人労働政策研究・研修機構『日本労働研究雑誌 539号』, 2005
・鹿児島労働局「鹿児島県の新規学卒者の職業紹介状況（各年度末）」 
鹿児島労働局ホームページ http://kagoshima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/jirei_toukei/toukei/kyujin_kyushoku/gakusotu.html, 2017
（2017.10.15取得）
・小杉　礼子「新規学卒労働市場の変容」『日本労働研究雑誌 2005年９月号（No.542）』, 2005
・坂西　明子「地域間移動の要因分析」大阪府立大学『大阪府立大学経済研究』, 1998
・攝津　斉彦「高度成長期の労働移動」独立行政法人労働政策研究・研修機構『日本労働研究雑誌 2013年５月号（No.634）』, 2013
・玉田　桂子「地域間経済格差は労働移動を促すのか？」大阪大学『大阪大学経済学　第53巻３号』, 2003
・董　荘敬「大学生の職業選択の規定要因に関する研究」常盤大学『人間科学論究』第14号, 2006
・董　荘敬「台湾における若年者の就職動機と職業階層」常盤大学『人間科学論究』第15号, 2007
・董　荘敬「教育の職業的レリバンスとキャリア教育－キャリア形成の現状と問題点」致良出版社有限公司（台湾台北市），2012
・董　荘敬「長期型インターンシップのキャリア形成効果－インターンシップによる社会人基礎力向上の要因分析」日本比較文化学会
『比較文化研究』Ｎ o.119, 2015
出典：鹿児島県 「県勢概要 平成 29 年 4 月」
表５　九州各県の地域別転出状況
60 鹿児島女子短期大学紀要　第53号（2017）
・日本銀行鹿児島支店『長期的な視点からみた鹿児島県の雇用情勢～若い世代の繋ぎ留めに向けて』」日本銀行鹿児島支店ホームページ
「かごしまノート」 http://www3.boj.or.jp/kagoshima/data/n27.html, 2015（2017.10.15取得）
・文部科学省「学校基本調査（平成29年度速報値）47　高等学校の都道府県別状況別卒業者数」政府統計の総合窓口ホームページ　
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001093035&cycode=0（2017年10月15日取得）
・文部科学省「平成29年３月新規高等学校卒業者の就職状況（平成29年３月末現在）に関する調査について」文部科学省ホームページ　
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kousotsu/kekka/k_detail/1385931.htm（2017年10月15日取得）
・独立行政法人労働政策研究・研修機構「若者の地域移動―長期的動向とマッチングの変化―」独立行政法人労働政策研究・研修機構
『JILPT 資料シリーズ　162号』, 2015
（2017年12月１日　受理）
